
株式会社テラプローブ 代表執行役社長の横山です。本日はお忙しい中お集まりいただきありがとうござ

います。それでは、2025 年 12 月期の決算についてご説明します。  

 

まず、今年度の業績ハイライトです。売上高は 417 億円となり、初めて 400 億円を超えることができまし

た。また、営業利益、経常利益も過去最高を達成しました。 
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第 4 四半期の業績サマリです。売上高は、第 3 四半期に続き 100 億円を超え、119.3 億円となりま

した。引き続き、EV 向けの ADAS 製品が好調に推移し、サーバー向けと AI チップ製品のテスト需要も

高水準を維持したためです。売上総利益は 37.1 億円、営業利益は 29.4 億円と、いずれも過去最高

を記録しました。  



第 4 四半期の営業利益増益要因です。売上高は 11.3 億円増加しました。一方で、投資を積極的に

行ったことから、償却費は 3.3 億円増加しています。また、人件費も 1.5 億円増加しました。これらの結

果、営業利益は 29.4 億円となりました。 

 

  



2025 年 11 月 14 日に公表した第 4 四半期の業績予想値と実績値との差です。サーバー向け、AI

向けが大きく上振れたことで、当初の見込みよりも売上高が増加しました。加えて、円安の影響もありまし

た。対台湾ドルで 0.1 円変動すると、月に約 5000 万円の売上影響があり、その分の売上差が生じて

います。 

  



累計の業績サマリです。全体的な車載向けロジック製品は、前年と同じ水準、もしくは若干の減少となり

ました。しかしながら、サーバー向け、特に AI チップの需要拡大により、売上高は 46.4 億円の増収となり

ました。サーバー向けや AI 関連製品のテストタイムは、一般的な車載向けロジック製品と比べて 3～4 倍

程度となるため、それに伴いテスト需要も増加しています。こうした背景から、売上高も営業利益も順調

に推移しています。 

 

  



累計の営業利益の増減要因です。償却費は 1.8 億円増、人件費は 8.9 億円増となりました。さらに、

日台ともに電気代が上昇した影響により、用力費は 8.4 億円増加しました。こうしたコスト増の影響があ

ったものの、営業利益は 88.9 億円となりました。 

  



連結売上高と営業利益の推移です。四半期売上高、営業利益は過去最高を更新しました。営業利

益率も 25%を達成しました。 

  



製品別の連結売上高の推移です。当社では、車載向けの売上高比率を KPI のひとつとして捉えていま

す。赤色の折れ線グラフのとおり、第 4 四半期の車載比率は 44％に上昇しました。これは、EV 向けの

ADAS 製品の需要が増加したためで、当社では ADAS 製品を車載向けとして集計しています。 

右側に黒文字で記載している TPJ は日本、TPW は台湾子会社を示しています。日本の車載比率は約

60％、台湾子会社は約 40％となっており、当社としてはこの水準が理想的な比率と考えています。 

  



アプリケーション別売上高の推移です。特に前年から大きく増加したのは、産業・医療向けです。AI、デー

タサーバーを産業向けとして区分しており、増加要因の大半はこれらの需要増によるものです。一方で、

純粋な車載向けロジック製品は、前年から若干減少しています。コンシューマー向けは、パソコンやゲーム

向け CPU の需要が微増しています。 

右側のグラフのとおり、産業・医療向け全体の売上比率は 23％まで拡大しています。 

 

  



設備投資と減価償却費についてです。2025 年は、合計で約 300 億円の投資を実施しました。その影

響により、償却費は 39 億円まで増加しています。特に第 4 四半期には、2026 年に向けて、約 100

億円規模の投資を行いました。 

  



EBITDA の四半期推移です。堅調に推移しており、十分なキャッシュ創出力を維持しています。 

  



バランスシートとキャッシュフローの要約です。積極的な設備投資により有形固定資産が増加しました。そ

れに伴う借入を実施したことから、有利子負債も前年同期で約 170 億円増（117％増）となりました。  

キャッシュフローについては、設備投資の増加のため投資キャッシュフローはマイナスとなりましたが、営業キ

ャッシュフローは引き続き順調に推移しています。 

 

  



2026 年上期の業績予想です。売上高は 250 億円を見込んでいます。ADAS 向けは引き続き好調

で、AI を中心とした需要も堅調に推移する見通しです。 

当社としても、2025 年に投資した設備が順次立ち上がってくることから、AI 関連の需要を取り込み、売

上高のさらなる拡大を目指します。 

 

  



2026 年上期の設備投資と減価償却費の予想です。第 1 四半期は過去最高となる 118 億円の設備

投資を予定しており、今後の AI 及びデータサーバーの需要をしっかりとキャッチアップしていく考えです。 

今年度も、前年と同程度の設備投資水準を見込んでいます。減価償却費も増加しますが、売上高の

伸長により、営業利益の成長につなげていきます。 

 

  



トピックスです。2025 年の当社グループの取り組みについて、1 年後の成果をご説明します。 

まず、2025 年は AI 半導体及び関連製品のテスト需要を着実に取り込む方針で進めてきました。その

結果、サーバー向けの CPU・GPU を中心に需要を獲得し、同分野向けの売上高は前年比で 170%、

65 億円の増加となりました。 

次に、日本の半導体産業支援によって増加するビジネス機会の取り込みです。現在、さまざまな関係者

と、2026 年、2027 年の需要に向けたビジネスディスカッションを進めています。また、これまで前工程中

心だった国の支援を、テスト及び組立以降の後工程（OSAT）にも拡大させ、一気通貫で支援できる

体制を構築するため、関係団体約 30 社が参画し、「J-OSAT」を立ち上げました。 

3 番目は、日台両拠点におけるテスタの有効活用と投資の最適化です。サプライチェーンが変化する中

で、従来台湾で実施していたテストを日本でも行ってほしいというお客様の需要があり、主に米国のお客

様向けに、テスタもビジネスも台湾から日本拠点に移管し、対応を開始しています。あわせて、今後の変

化に柔軟に対応できるよう、日台で保有するプラットフォーム（テスタ）の共通化を進めおり、約 85 台、

同一プラットフォームを備えています。 

最後に、台湾の先端生産技術や AI 活用技術を日本にも展開しました。自動搬送ロボット導入により、

1 台で約 3 人分（4 シフト換算で 12 人分）の作業を代替できます。台湾の技術を有効に活用するこ

とで、日本でも、自動搬送ロボット導入による採算性が見込める形となりました。台湾拠点においても、ス

マートファクトリー化を引き続き進めていきます。 

 

  



PBR と PER です。PBR は前年度末時点で 1.4 倍でしたが、その後の株価上昇により、2 月 20 日現

在は約 2 倍となっています。PER についても、前年度末の 17 倍から、現在は 24 倍にまで上昇していま

す。台湾の同業他社と比べると、水準に差はありますが、キャッチアップを目指したいと考えています。 

 

  



ROE と ROIC です。2025 年度の ROE は 8.6％でした。自己資本の増加により、前年比で若干低下

しましたが、収益力を改善しながら、再び株主資本コストを上回るように取り組みます。ROIC についても、

先ほどご説明したとおり、有利子負債の増加を背景にやや低下していますが、WACC と同水準を維持し

ています。 

 

  



2026 年の成長戦略です。基本方針は今年も変わりません。 

まず、AI デバイスや先端領域の積極的な獲得に取り組みます。特に台湾では、これらの需要が非常に

強いため、その取り込みを進めます。先日公表したとおり、台湾で第 4 工場を取得しました。この工場は

既に 2 フロアがクリーンルーム化されているため、これを整備し、来年からの業績寄与を見込んでいます。

日本側では、CIS などを中心に、しっかりとサポートしていきます。 

次に、現在注目されている国内半導体についてです。2026 年以降、本格的に動き出す見込みですの

で、着実に対応していきます。 

そして 3 番目ですが、こちらも変わっていません。先ほどのとおり、柔軟にお客様に対応していきます。台湾

には複数のテストハウスがありますが、日本には拠点がありません。当社の日台両拠点の強みを生かし、

お客様のニーズに応えていきます。 

4 番目はスマートファクトリー化の推進です。これまでの取り組みをさらに進め、AI 技術を生産現場に積

極的に導入することで、品質・コスト・スピードの面から先端デバイスを支えていきます。 

 

右のグラフをご覧ください。サーバー、AI 関連の売上高比率の実績と今後のイメージです。2024 年の AI

チップ関連の売上高は約 1%でしたが、2025 年には 6%に拡大しました。2026 年はさらに引き上げて

いきたいと考えています。サーバーについても、需要は加速的に強くなると見込んでおり、投資した設備を

活用しながら、需要を獲得し、売上高の拡大を目指します。 

 

  



最後に配当政策についてです。当社は 2024 年より、配当性向を連結ベースに変更しており、3 年連続

110 円の配当を実施させていただきました。今後も、しっかりと株主の皆様に貢献できるように努めてまい

ります。 

 

以上ご説明申し上げました。ご清聴いただきありがとうございました。 

 

 

 


